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２０２1年　2　月　4　日　　担当　小松

ＯＰＥＣプラス、生産枠据え置き
　「21年の回復を楽観視」

［ロンドン　３日　ロイター］ - 石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）にロシアなど

非加盟産油国を加えた「ＯＰＥＣプラス」は３日、現行の生産枠の据え置き

を決定した。

合同閣僚監視委員会（ＪＭＭＣ）はこの日オンライン会議を開催。会議後の

声明で、新型コロナウイルスワクチンの世界的かつ漸進的な普及が、年内の

世界経済や石油需要を押し上げる有望な要素とした上で「２０２１年の回復

を楽観視している」と表明。同時に、今後数カ月間は経済見通しや石油需要

を巡って不安定な状態が続く見込みとした。

減産に伴う削減量は昨年４月以降で２１億バレルに達したとした。

政策変更に関する言及はなかった。

ＯＰＥＣプラスは先月、大半の国が産油量の維持を決定。一方、サウジアラ

ビアは２月と３月の産油量を追加で日量１００万バレル自主削減するほか、

ロシアとカザフスタンが小幅増産を行うとした。

調査会社エナジー・アスペクツの共同創設者、アムリタ・セン氏は「在庫が

急速に減少する中で、市場はワクチンの円滑な展開を織り込んでいる。た

だ、それは時期尚早かもしれない」とした。
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米石油メジャー 苦境鮮明 エクソン前期、最終赤字2.3兆円 (1/2)

シェブロンも4年ぶり転落 統合論再び浮上も

米石油業界の苦境が鮮明だ。米石油メジャーのエクソンモービルが2日発表した2020年12月期決算は

最終損益が224億ドル（約2兆3500億円）の赤字となった。新型コロナウイルス危機に加え、環境規制を

強化するバイデン政権の発足など逆風下で、同業米シェブロンとの統合交渉も浮上。経営環境の悪化が

大再編の引き金になる可能性がある。

2日の決算会見でシェブロンとの統合交渉について聞かれたエクソンのダレン・ウッズ最高経営責任者

（CEO）は、「臆測の報道にはコメントしないが、相乗効果のあるM&A（合併・買収）の相手は常に探

している」と含みをもたせた。

米紙ウォール・ストリート・ジャーナルが1月31日、両社のCEOが20年に経営統合について協議したと

報じ、ウッズ氏の発言に注目が集まっていた。

関係者によると、統合交渉は合意に至らず、現時点で協議は止まっているという。だが、かねて「自力

の開発拡大で高い成⾧力を維持できる」と主張し、M&Aに慎重とみられてきたウッズ氏の発言に変化を

感じ取った関係者は多い。

シェブロンのマイケル・ワースCEOは、20年にシェール大手の米ノーブル・エナジーを買収するなど

M&A推進派として知られる。

そのシェブロンも20年12月期決算で最終損益が55億ドルの赤字と、通期として4年ぶりの最終赤字に転

落。新型コロナ危機で巨額赤字に陥った両社の統合構想が現実味を帯びる。

両社は米南部のシェール鉱区やメキシコ湾の資源開発を競ってきたが、足元では環境対策という共通

の課題を抱える。環境保護を重視するバイデン大統領は1月、連邦政府の管理地や海洋での石油・天然ガ

スの開発を規制する大統領令に署名した。影響は米国の石油・天然ガス生産の2割弱に及び、トランプ政

権下で4割近く増加した生産拡大にブレーキがかかる。

英蘭ロイヤル・ダッチ・シェルや英BPなど欧州メジャーは新型コロナ危機などを契機に事業モデルを転

換し、化石燃料の開発抑制と再生可能エネルギーへの投資拡大を表明。両社は50年までに事業活動によ

る温暖化ガス排出量を実質ゼロにする「カーボンニュートラル」を目指すと宣言した。

1998年に米アモコと合併し米国事業の比率が高いBPは、30年までに化石燃料の開発を4割減らす方針も

打ち出している。
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こうした欧州勢の動きに対し、米メジャーは対応の遅れが目立つ。

「16年と比べて温暖化ガス排出量を6%減らした」「過去20年で100億ドル以上を低炭素技術に投資し

た」――。エクソンのウッズCEOは2日の会見で自社の環境対策を並べ挙げたが、バイデン政権や投資家

が求めるカーボンニュートラルの目標は出てこなかった。エクソンに比べて環境対策が進んでいるとさ

れるシェブロンも、排出量ゼロの計画は示せていない。

世界最大の資産運用会社、米ブラックロックは1月、全ての投資先に対しカーボンニュートラルのための

事業戦略を示すよう求めた。エクソンとシェブロンにも化石燃料に依存した事業モデルの見直し圧力が

強まるなか、統合構想が再浮上する可能性もある。

エクソンとシェブロンは共に、米国の独禁法に基づいて1911年に解体されたスタンダード・オイルが母

体だ。その後に再編を繰り返して世界大手となった両社の統合はスタンダード・オイルの再現といえる。

市場独占に目を光らせるバイデン政権と民主党主導の米議会のもとで統合を目指そうとすれば、大規模

な事業整理や資産売却を迫られる公算が大きい。
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